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陳 情 の 要 旨 

昨年の消費税増税以降、日本経済は低迷しています。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響が追い打ちをかけ、多くの国

民に影響が出ています。フリーランスや中小企業・小規模企業者は事業の

継続が困難になっています。極度に景気が悪化する中で、多くの非正規労

働者が解雇され、フリーランスに仕事が回っていません。いま対策を打た

なければ、さらなる廃業、倒産を招き、地域の雇用が失われてしまいます。 

緊急経済対策として消費税率を５％以下へ引き下げることが求められて

います。消費税減税を国が決断することにより、新型コロナウイルス感染

症の終息後も、生活必需品などの消費税負担を軽減して国民の購買力を高

める景気策となります。 

日本国憲法は応能負担原則に則った税制の確立を要請しています。消費

税に頼るのではなく、税金の集め方、使い方を見直すことで財源を確保す

ることは可能です。内部留保をため込む大企業や、株で大儲けをする富裕

層を優遇する不公平税制を正すべきです。 

私たちは、住民の暮らし、地域経済、地方自治体に深刻な打撃を与える

消費税を５％以下に引き下げることを強く求めます。 

以上の趣旨から、次の事項について、地方自治法第９９条に基づき、国

に対し意見書を提出していただきたく陳情いたします。 

 

 陳情事項 

 消費税率５％以下への引下げを求めること 

 

 

 


